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地域における不動産の証券化・流動化モデル事業について

国土交通省では、「生活対策」及び「住宅・不動産市場活性化のための緊急対策」の一
環として「地域における不動産の証券化・流動化モデル事業」を行います。
本事業は、地域活性化のための不動産証券化・流動化（不動産信託、定期借地権設定）
を行おうとする者に対し、専門家によるアドバイスを提供するとともに、不動産証券化・
流動化の実施過程報告書や事業過程で必要となる各種ドキュメントの作成費を支援するこ
とにより、地域活性化のための不動産の証券化・流動化手法のノウハウ蓄積と人材育成を
図り、不動産市場の活性化を促進することを目的として実施するものです。

①アドバイス等による支援
地方（東京２３区を除く市町村）において、不動産の証券化や、不動産信託、定期借地
権の設定による不動産の流動化を行おうとするグループ等を対象として、国土交通省が組
織した専門家のグループが、相談に応じてアドバイスを行います。

②実施過程報告書とドキュメントの作成に係る支援
①の支援により不動産証券化・流動化事業を実施するグループ等には、その事業過程を
「実施過程報告書」として作成していただくとともに、事業過程で必要となる各種ドキュ
メントを提出していただきます。提出いただいたグループ等には、「実施過程報告書」や
各種ドキュメントの作成費の一部を支援します。

本事業への参加を希望するグループの代表者は、事業提案書を国土交通省に提出してく
ださい。
（なお、応募多数の場合は事業提案書についての審査を行い、対象事業を10件程度選定し
ます。）
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【注意】・本事業は平成20年度第２次補正予算関連法案の成立を前提に実施するものです。
・なお、平成21年度予算においても、本事業と同様の事業を実施します。

事業提案書の審査

１．事業の目的１．事業の目的

※図はイメージ

証券化・
流動化
の実施

①

②


